
【特別簡易型・簡易型総合評価落札方式の実施手引き】

令 和 8 年 4 月 1 日 版

このマニュアルは手続きの変更等があった場合は逐次改訂します

岐阜県公共事業執行共同化協議会

総合評価審査部会



【作成目的】

＜参　考＞ 学識経験者への意見聴取の必要性

① 落札者決定基準を定めようとするとき
② 落札者を決定しようとするとき

【 地方自治法施行令 第１６７条の１０の２】

【 地方自治法施行規則 第１２条の４】

　本書は、岐阜県及び県内市町村が公共事業執行に係る諸事務を共同化することによ
り、公共事業の競争性、透明性及び効率性の向上に資することを目的として設置された
「岐阜県公共事業執行共同化協議会」の総合評価審査部会において、主に特別簡易型総
合評価落札方式に係る共同会議の運営を円滑に行うための実施手引きとして定める。

　地方自治法施行令第１６７条の１０の２他の規定により、地方公共団体が発注する総合評価落
札方式工事においては、案件ごとに以下の２段階において、あらかじめ２人以上の学識経験者の
意見を聴かなければならない。

　普通地方公共団体の長は、落札者決定基準を定めようとするときは、総務省令で定めるとこ
ろにより、あらかじめ、学識経験を有する者（次項において「学識経験者」という。）の意見
を聴かなければならない。

　普通地方公共団体の長は、前項の規定による意見の聴取において、併せて、当該落札者決定
基準に基づいて落札者を決定しようとするときに改めて意見を聴く必要があるかどうかについ
て意見を聴くものとし、改めて意見を聴く必要があるとの意見が述べられた場合には、当該落
札者を決定しようとするときに、あらかじめ、学識経験者の意見を聴かなければならない。

　普通地方公共団体の長は、地方自治法施行令第百十七条の十の二第四項及び第五項（これらの規
定を同令第百六十七条の十三において準用する場合を含む。）の規定により学識経験を有する者の
意見を聴くときは、二人以上の学識経験を有する者の意見を聴かなければならない。

４

５

原則：②決定前も必要。ただし、①の意見聴取時に『②は不要』との合意が得られた場合の
み省略可」
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1

3

4

B 公告前 (入札公告前意見聴取)

メール形式

A 公告前 の実施

共同会議 (入札公告前意見聴取)
の実施 ①

6

9

10

12

13

15

(落札者決定前意見聴取)

②
※

17

18

19

総合評価様式2-1，2-2，2-3の修正内容の確認

入 札 ・ 開 札 ( 保 留 )

【総合評価様式３の取りまとめ】

【特別簡易型・簡易型総合評価落札方式の実施フロー】

＜市町村発注課＞ ＜建設研究センター＞ ＜総合評価共同会議＞

共同会議付議依頼
総合評価様式1-1，1-2の作成

ｴﾝﾄﾘｰ受付・総合評価共同会議開催準備

修正事項について担当委員への
報告（Eメールなど）

総合評価様式2-1，2-2，2-3の作成

市町村からのヒアリングの実施

総合評価共同会議資料の作成
【総合評価様式の取りまとめ】

意見聴取案件内容について

委員へ意見聴取依頼

総合評価共同会議案件決定

評価様式（内部用）の作成　評価値の算出

総合評価共同会議結果の作成

入札意見聴取結果の確認

落札者決定前の意見聴取

総合評価共同会議資料の作成

落
札
者
決
定
前
の
意
見
聴
取
が
必
要
と
認
め
ら
れ
た
場
合

総合評価様式2-1，2-2，2-3の修正 総合評価様式2-1，2-2，2-3の修正内容の了承

11
総合評価委員会(同作業部会)の設置・開催 評価点算出支援

7
入札公告・入札説明書・総合評価落札方
式の内容の作成

8
入札参加資格委員会の開催

【資格要件・総合評価等の決定】

公 告

申請書・技術資料の提出期限

様式5-1，5-2
【技術資料の集計・評価】 （※市町村より依頼があった場合）

契 約

(様式3＋様式4)

入札参加資格委員会の開催

評価値等の修正内容の確認

修正事項について担当委員への
報告（Eメールなど）

評価値等の修正内容の了解

落 札 者 の 決 定

落札者決定前共同会議の実施 落札者の決定について(※)
意見聴取は担当委員へのEﾒｰﾙ
等による報告により行う。総合評価共同会議意見聴取結果の作成

評価値の修正・落札候補者の変更

16

14
入札参加資格委員会の開催
【落札候補者の資格確認】

総合評価様式３，様式４の作成 総合評価様式３，様式４の取りまとめ

総合評価委員会(同作業部会)の設置・開催
【評価基準等の設定】

2 予定表より総合評価共同会議日程設定 委員との日程調整

特別簡易型(類似案件)について
説明 及び 回答 メールによる

5
落札者決定基準を定めること
について

通知

連絡

修正有り

修正無し

通知

提出

連絡

提出

連絡

提出

修正有り

修正無し

特別簡易型(代表案件)の場合は

発注機関の出席が必要です。

提出
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20

【市町村の発注担当課における各作業時の留意点】

① 市町村での事前準備

総合評価委員会等

【総合評価委員会等作業部会】

（総合評価様式2-1,2-2,2-3）
「施工能力」
「企業能力」
「配置予定技術者の能力」
「地域要件」

全体
・

（入札参加者のすべてが加点されるような設定はしないこと。）

工事成績評定点
・

・

・

同種工事施工実績
・

保有資格
・

例： ほ装工事における1級(あるいは2級)舗装施工管理技術者、

河川内や水辺等環境に配慮が必要な個所での工事における自然工法管理士 など

工事成績評定点を求める過去の年度数は、標準的な設定基準として「一般土木工
事：直近3か年度」、「建築工事：直近5か年度」とし、これ以外は理由を示すこ
と。

総合評価委員会等の設置・開催

　価格以外の評価点(加算点)及び技術所見の内容等を設定するため、各発注機関におい
て設置するもの。構成メンバーは、入札参加資格委員会等と同一も可能である。

参考

岐阜県の簡易型タイプ②又は技術提案型（標準型）のように技術所見を求める場合に設置が必
要と判断されるもの。構成メンバーは、各工事担当チーフを筆頭に担当レベルで構成

「評価基準」及び「評価点」を設定する。

一般競争入札の「入札参加資格」において同様の設定をすることがあるが、この
場合は概ね当該工事規模の３～５割で設定されることから、評価基準の設定で
は、より高い施工実績のある企業に加点されるよう設定すること。

工事成績対象工事は、入札者から申告（工事成績対象一覧）させ落札者決定前に
確認する。（事後審査の場合）

評価様式（公表用）の作成・公表

入札参加資格にて当該工事における主任（監理）技術者となり得る条件を付して
いるが、当該工事の品質向上に資する資格を保有している技術者を配置するた
め、それぞれの工事に特化した資格に対して加点されるよう、評価基準の設定に
工夫をすること。

コンクリート工事などで施工時にも高度な診断等が必要となる場合のコ
ンクリート診断士など、工事内容に応じた国土交通省登録資格、

評価項目内容及び基準の設定

工事成績評定を行っていない発注機関にあっては、工事成績評定の累積データが
蓄積するまでの間は、県等の成績評定を参考にするなどして、設定した評価点ご
とに入札参加者がばらつく評価基準を設定すること。

評価基準を設定する際には、入札参加者がそれぞれの評価点にばらつくことを確
認すること。

インフラの新設・補修等の施工に際し、維持管理を重視する工事におけ
るＭＥ(メンテナンスエキスパート)、
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営業拠点
・

（※当該地域に貢献している企業の継続・育成等を目的とした設定として活用）

【その他の評価項目、評価基準の留意点】

主要資材

主要な３品目以内で可とする。(地域内での調達可能な規格か再度確認する)

技術所見

機械保有状況

主要な３機種以内で可とする。(特殊な機種ではなく一般的な機種がよい）

オリジナル項目の設定

※ ただし、発注者としてその必要性を明確にし、恣意的・偏りのある基準の設定は行わないこと。

② 共同会議開催日程の通知

・

③ 共同会議付議（公告前）依頼

・

○ 総合評価様式１－２の作成
総合評価落札方式の公告前意見聴取調書（様式１－２）

・・・ １工事を１行で作成すること。

※ (ランク等に影響のない程度の金額変更は可能)。

また、価格公表方法が「事後」の場合の予定価格は、概算価格としてください。

（価格公表方法「事後」の場合の例　 円 → 円 ）

○ 総合評価様式２－１，２－２，２－３の作成
各工事における価格以外の評価点（加算点）の設定等を行う。

【特別簡易型】
代表案件（様式２－１） ：

類似案件（様式２－２） ：

参考

工夫の余地の有無等を考慮し技術所見を求めるか否かを決め、設定する場合は、現場の特殊
性等を捕え「施工上の課題」又は「配慮すべき事項」のいずれかについて設定する。

一般競争入札の「入札参加資格」での地域要件（指名競争入札の場合は指名基準
等）に応じて適宜設定する。

123,456,000 120,000,000

「＜価格点以外の評価点（加算点）の設定＞」の標準設定例
（左部）と異なる評価項目について今回工事の設定をする。

「＜価格点以外の評価点（加算点）の設定＞」の【代表案件の
設定】と異なる評価項目について類似案件の設定をする。

（灰色の網掛け部については、基本的に代表案件と同じにする）

各市町村の実情を踏まえ、配置予定技術者における取り組みや地域貢献に寄与する企業を評
価するため、独自性を持ったオリジナル項目を設定しても良い。

総合評価審査部会総合評価共同会議の事務局（岐阜県建設研究センター（以下　「事務
局(センター)」という。）は、共同会議委員の日程を調整したうえ、共同会議の開催日
程を部会員（市町村長）に通知する。

共同会議の開催日程の通知を受けた部会員（市町村長）は、希望する開催日を決定し、
事務局(センター)へ「共同会議付議依頼書（総合評価様式１－１、様式１－２）」を提
出する。

総合評価様式の作成

予定価格は最終確定額である必要はない
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※ 代表案件・・

※ 類似案件・・

※

例：Ｒ５代表案件における「消防団活動支援」の追加・修正

【簡易型】
簡易型（様式２－３） ：

※

④ 共同会議資料の提出

・ 共同会議資料は、事前に定められた期日までに事務局(センター)へ提出(送信)する。
（共同会議日程表参照）

・
（事務局(センター)より、提出資料における確認等の問い合わせを行う場合があります）

： データ提出

① 特別簡易型 （代表案件） 、 図面等 ※ 図面等

（ 位置図、平面図、縦断図、

② 特別簡易型 （類似案件） 、 図面等 標準断面図、構造図など

③ 簡易型 、 図面等 説明に必要なもの ）

⑤ 共同会議（入札公告前）の開催

・

・
・

・

⑥ 意見聴取の結果の通知

・

落札者決定前の意見聴取の有無について、確認する。

事務局(センター)は共同会議終了後、議事録を取りまとめ、意見聴取の結果を当該市町
村長へ通知する。

共同会議資料の提出

必要に応じて事業概要及び評価項目・評価基準等について事務局(センター)へ説明を行う。

提 出 す る 資 料

共同会議では学識経験者の意見により評価項目及び基準等の修正が生じる場合がある。

様式2-1

様式2-2
様式2-3

また、これにより評価点合計調整がある場合の他項目の評価点修正も可とする。

原則、代表案件に対し、「業種」、「工事内容」、及び「各配点」が同じと
なる案件。

価格以外の要素を基に業者選定するときは、地方自治法施行令に規定により、「地方公
共団体の長は学識経験者の意見を聞かなければならない」とされていることから、共同
会議では当該市町村の担当者が説明及び質疑応答を行う。

当該年度に標準設定となった項目において、過年度の代表案件を用いる場合は、
その標準設定となった項目箇所は変更となるが、類似案件として適用できること
とする。

しかし、「業種」、「各配点」が同じでも「工事内容」が大きく異なる場合、例
えば、土木一式工事で「公園工事」と「下水工事」等は、それぞれ特別簡易型
（代表案件）での審査とする。

建設業法に定める２９業種毎に１案件とする。また、年度途中で配点を変更
する場合を代表案件とする。

「＜価格点以外の評価点（加算点）の設定＞」の標準設定例
（左部）と異なる評価項目について今回工事の設定をする。

「特別簡易（代表案件）及び簡易型」の場合は別途詳細な説明資料として設計図書などを共同

会議に提出する。

共同会議で評価項目等の修正を求められ共同会議の場で結論が出ない場合は、事務局
(センター)は市町村から修正案の提出を受け、委員に照会して了解を得たのち、その結
果を市町村長に通知する。
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⑦ 入札公告等の作成

入札公告及び入札説明書の作成（技術資料申請様式等を含む） （入札公告等記載例参照）

【技術的所見を求める場合の様式等】

・ 「総合評価落札方式に関する技術資料 （申請様式　参考資料参照）

・ 「施行能力・企業能力・地域要件等」 （記載様式　参考資料参照）

・ 「技術的所見記入様式」 （技術的所見を求める場合）（記載様式　参考資料参照）

評価関係の様式

・ 内部での評価調書及び公表用様式 （参考資料評価様式参照）

⑧ 入札参加資格委員会の開催

「指名競争入札」又は「一般競争入札」等の発注基準に基づく資格要件等を決定する。

⑨ 公　　　　告

「入札公告」及び「入札説明書」を各発注者のＨＰ等に掲載する。

 契約後ＶＥを併用する場合は、別途、特記仕様書等を設計図書に添付する。

⑩ 申請書・技術資料の提出期限

⑪ 総合評価委員会の開催

技術資料の集計
各入札参加者から提出された技術資料等を基に評価点（加算点）を求める。
※ 各加算点は少数第３位を四捨五入し少数第２位まで算出

【技術所見の内部評価】

・ 技術所見を求めている場合に、総合評価委員会及び同作業部会で評価する。
・

【技術所見の外部評価】

・

（ 様式5-1,5-2にて依頼）

参考

電子入札システムを導入している場合は、所定の様式等を登録する(又は閲覧時に閲覧さ
せる。)

参考

技術所見を求めているが、内部でこれを評価しない場合は、事務局（センター）が体制を整
えている「評価点算出支援」を活用することができる。

恣意的な評価とならないよう、各入札者の技術所見を入札者が特定出来ないように企業名等
を削除し丸番号化するなどの配慮が必要である。
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⑫ 入札・開札(保留)

○ 開札を行う
・ 落札候補者の資格確認
・ 総合評価共同会議での学識経験者への意見聴取（公告前共同会議で必要とされた場合）

が必要なことから、「落札者決定」を行わず、「保留」(※)とする。

【電子入札の場合】

・ 電子入札システムにおいては、「談合時のシステム処理手順」と同様に行い、

保留の理由は、

『落札候補者の資格確認等のため、落札を保留します』とする。

⑬ 評価値の算出

○ 評価値の算出
入札参加者の入札金額及び評価点（加算点）を基に評価値(※)を算出する。

※ 「評価値」は少数第６位を四捨五入し少数第５位まで算出

【技術所見様式の作成】

・ 技術所見を求めた場合に作成。
・

○ 落札候補者の資格確認

【積算内訳書の提出を求めた場合】

確認の例 ： ① 内訳書の合計金額と入札額が一致していること

② 記載すべき項目を満たしていること

③ 一括値引きがないこと

④ 端数調整・処理がないこと

⑤ その他、内訳書としての不備がないこと

⑭ 入札参加資格委員会の開催

○ 落札候補者の決定
・

○ 共同会議提出資料の確認
・ 評価調書の記載内容等を最終確認する。

⑮ 落札者決定前意見聴取調書の作成 （落札者決定前の意見聴取が必要なとき）

○ 落札者決定前意見聴取調書の作成 (様式３、様式４)
・ １工事を１行で作成すること。

参考

入札者の加算点及び落札候補者の添付資料による入札参加資格及び加算点を確認する。

入札参加資格確認資料及び評価に関する添付資料を評価値の最も高い入札者から提出さ
せ確認する。

参考

参考

恣意的な評価とならないよう、各入札者の技術所見を入札者が特定出来ないように企業名等
を削除し丸番号化する。
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⑯ 共同会議付議（落札者決定前）依頼

共同会議資料の事務局（センター）への提出

提出する資料
① 落札者決定前意見聴取調書 ＋ 評価関係資料
② 「技術所見あり」の場合は必要な資料

総合評価共同会議(落札者決定前)の開催
意見聴取は担当委員へのＥメール等による報告により行う。

⑰ 意見聴取の結果の通知

⑱ 落札者の決定

☆ 入札結果調書 (様式３、様式４)
・

⑲ 契　　　約

⑳ 入札情報（総合評価落札方式）の作成・公表

・ 入札情報（総合評価落札方式）の作成 （評価様式（内容用）・（公表用）参考資料参照）

（

上記調書の公表 
電子入札システムの場合、システム内にファイルを添付し公表する。

落札者が決定したのち、速やかに入札結果調書（様式３，４）を事務局（セン
ター）へ提出する。

参照例では、評価調書の作成時に同一ファイルの別シートで自動作成するように
なっていることから、内容を確認後、ＰＤＦに変換する。）

意見聴取での意見により評価値の修正及び落札候補者の変更等が生じる場合がある。

事務局（センター）は共同会議終了後、意見を取りまとめ当該市町村長へ通知する。
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（参考）事務ご担当者様用：　総合評価共同利用会議の手続きチェック表

手続き１：　簡易型、特別簡易型（代表案件）、特別簡易型（類似案件）のエントリー

手続き２：　簡易型の総合評価評価点算出支援のエントリー

手続き３：　総合評価共同利用会議を利用した契約の落札後の報告事項

前年度末 年間意見聴取案件予定 様式1-1、様式1-2

発注予定が変更・追加発注予定・エントリー予定の変更
任意の連絡・
電子メール

概ね21日前
エントリー受付開始の確認
（最新情報はホームページで確認）

提出データ チェック行うこと期　限
前年度末 年間意見聴取案件予定 アンケート回答

概ね7日前
意見聴取調書の提出
会議形式の場合、出席予定者の報告

様式2-1、様式2-
2、様式2-3
出席予定者リスト
（事務局配布）

当日（会議の場合）WEB会議への出席 （説明資料一式で説明）

期　限 行うこと 提出データ チェック

開札後で
概ね7日前

意見聴取調書の提出
会議形式の場合、出席予定者の報告

様式2-3関係、
説明図面
様式5-1、様式5-2
企業の技術提案書
・資料
市町村の
参考評価意見書

期　限 行うこと 提出データ チェック

落札後
速やかに

入札結果調書の提出 様式3、様式4
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総合評価 様式１-１ 「共同会議付議依頼」
様式１-２ 「特別簡易型総合評価方式の公告前意見聴取調書」
様式２-１ 「特別簡易型（代表案件）」 (Ａ３用紙)
様式２-２ 「特別簡易型（類似案件）」 (Ａ３用紙)
様式２-３ 「簡易型」 (Ａ３用紙)
様式３ 「特別簡易型総合評価落札方式の落札者決定前意見聴取調書

（入札結果調書）」
様式４ 「総合評価方式に関する評価調書」
様式５－１ 「共同会議付議依頼」 （評価点算出支援版）
様式５－２ 「簡易型総合評価落札方式の落札者決定前意見聴取調書」 (同上)

【参考資料】
・

・

・

【様式集について】

岐阜県建設研究センター URL： http://www.gifu.crcr.or.jp

トップページ　→　業務案内－県・市町村 技術支援　→　総合評価支援－様式集

【岐阜県の要領等】

岐阜県　県土整備部　技術検査課

URL： https://www.pref.gifu.lg.jp/site/bid/558.html

　下記のホームページに総合評価共同会議資料（様式データ）等が掲載されていますので、
利用してください。

令和○年度 岐阜県公共事業執行共同化協議会 総合評価審査部会共同会議議事録の送付について

総合評価落札方式における落札者決定前の意見聴取結果について
特別簡易型総合評価落札方式の実施に係る岐阜県発注工事の成績評定点の情報提供について（依頼）

共同会議関係様式

　下記のホームページは、岐阜県の総合評価等に関する入札要領及び基準データなどが、掲
載されておりますので、参考にしてください。

＜共同会議関係様式＞

『令和○年度 岐阜県公共事業執行共同化協議会 総合評価審査部会共同会議議事録の送付につい
て』は、意見聴取終了後、公告前意見聴取回答として送付されます。

『総合評価落札方式における落札者決定前の意見聴取結果について』は、落札前意見聴取回答とし
て送付されます。

『特別簡易型総合評価落札方式の実施に係る岐阜県発注工事の成績評定点の情報提供について（依
頼）』は、県の成績評定点を利用して、総合評価落札方式で発注する工事の企業能力評価に反映さ
せたい場合の依頼文書です。
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